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(57)【要約】
　格納容器の外側の蒸気ドラムおよび再循環ループ配管
を使用する加圧水型原子炉用蒸気発生器システム。当該
蒸気発生器システムは、典型的な加圧水型原子炉用の再
循環蒸気発生器の構成を、気水分離および給水予熱の機
能を原子炉冷却系の外側へ移すことにより、変更したも
のである。格納容器内の蒸気発生器熱交換器部分の体積
が最小になるように、蒸気発生器システムと熱水力条件
を選択する。外側にある蒸気ドラムは、事故条件下にお
いて所望される場合は隔離可能であり、崩壊熱除去能力
と給水喪失事象が起きた際の耐久力を高めるための二次
流体インベントリ供給源として使用される。したがって
、格納容器内の蒸気発生器部分の体積が小さくなり、原
子炉冷却系構成機器に必要とされる保守作業量が同様に
減少する。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　原子炉圧力容器（１０）が炉心（１４）を収容する加圧水型原子炉システムの蒸気発生
器（１８）であって、
　第１の圧力容器（１０）内に収容され、一次側および二次側を備えて、熱媒体としての
、一次流体を二次流体から隔離するための熱交換器（２６）であって、一次流体と二次流
体は少なくとも部分的に熱交換関係に保たれ、一次側は炉心と流体連通関係にあるように
構成された熱交換器（２６）と、
　熱交換器（２６）の二次側と流体連通関係にあるように構成された第２の圧力容器（５
２）を含む蒸気ドラム（３２）であって、運転時には第１の圧力容器（１０）の一次圧力
が第２の圧力容器の二次圧力より高く保たれる蒸気ドラム（３２）と
から成る蒸気発生器（１８）。
【請求項２】
　第１の圧力容器（１０）が、加圧水型原子炉システムの一次冷却材ループを収容する原
子炉格納容器（３４）内に収容されており、第２の圧力容器（５２）が、原子炉格納容器
の外側に収容されている請求項１の蒸気発生器（１８）。
【請求項３】
　第１の圧力容器（１０）が炉心（１４）、熱交換器（２６）、および一次冷却材ループ
を収容する原子炉圧力容器であり、一次流体が原子炉冷却材である請求項２の蒸気発生器
（１８）。
【請求項４】
　蒸気ドラム（３２）が二次設計圧力を定格とする第２の圧力容器（５２）、第２の圧力
容器に収容された湿分分離器（６２、６４）、給水配分装置（６６）、湿り蒸気フローノ
ズル（４６）、給水フローノズル（６８）、再循環液フローノズル（４８）、および乾き
蒸気フローノズル（７０）を具備する請求項１の蒸気発生器（１８）。
【請求項５】
　蒸気ドラム（３２）が二次ブローダウン装置、スラッジコレクタ、およびルースパーツ
トラップのうちの１つまたはそれ以上を具備する請求項４の蒸気発生器（１８）。
【請求項６】
　蒸気ドラム （３２）が 熱交換器 （２６）に接続されており、再循環ループが熱交換
器の湿り蒸気出口（４４）と第２の圧力容器（５２）の湿り蒸気ノズル入口（４６）とを
接続する湿り蒸気配管区間（４０）と、第２の圧力容器（５２）の再循環液出口ノズル（
４６ ）と熱交換器のサブクール再循環入口（５０）とを接続する再循環液配管区間（４
２）とから成る請求項１の蒸気発生器（１８）。
【請求項７】
　再循環液配管（４０、４２）が再循環ポンプ（３６）を具備する請求項６の蒸気発生器
（１８）。
【請求項８】
　湿り蒸気配管区間（４０）および再循環液配管区間（４２）がそれぞれ熱交換器（２６
）を蒸気ドラム（３２）から隔離するための隔離弁（７２）を具備し、再循環ループのう
ち熱交換器と隔離弁の間は一次圧力を定格とし、隔離弁と蒸気ドラムの間は二次圧力を定
格とすることを特徴とする請求項６の蒸気発生器（１８）。
【請求項９】
　蒸気ドラム（３２）が熱交換器（２６）よりも高い位置で支持される請求項１の蒸気発
生器（１８）。
【請求項１０】
　熱交換器（２６）が１つ以上の管板（５４、５６）の間を延びる複数の伝熱管（５８）
およびホットレグを具備し、当該伝熱管の中を一次流体および二次流体のうちの１種以上
が流れることを特徴とする請求項１の蒸気発生器（１８）。
【請求項１１】
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　一次流体と二次流体が向流関係にある請求項１０の蒸気発生器（１８）。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は概して加圧水型原子炉に関し、具体的には、加圧水型原子炉用の蒸気発生器に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　加圧水型原子炉等の発電用原子炉においては、濃縮ウランなどの原子燃料の核分裂によ
り熱が発生し、その熱が炉心を流れる冷却材へ伝達される。炉心は、細長の原子燃料棒が
互いに近接して取り付けられた構造の燃料集合体を含み、冷却材は、この燃料集合体の中
および上を流れる。燃料棒は同一の拡がりをもつ平行なアレイを形成するように互いに離
隔している。所与の燃料棒の燃料原子が原子核崩壊する時に放出される中性子および他の
原子粒子の一部は、燃料棒の間の空間を通過し、隣接する燃料棒の核分裂性物質に衝突し
て、原子核反応および炉心による熱の発生に寄与する。
【０００３】
　移動可能な制御棒は、燃料棒の間を通過する中性子の一部を吸収することによって核分
裂反応の全体的な速度の制御を可能にするように、炉心全体にわたって分散配置されてい
る。これらの中性子は、吸収されなければ核分裂反応に寄与するものである。制御棒は概
して、中性子吸収物質の細長の棒から成り、燃料集合体中において燃料棒の間をそれらに
平行に延びる長手方向の孔または案内シンブルに収まる。制御棒をさらに炉心に挿入する
と、より多くの中性子が、隣接する燃料棒の核分裂に寄与することなく吸収される。また
、制御棒を引き抜くと、中性子吸収の程度が減少して、原子核反応の速度および炉心の出
力が増大する。
【０００４】
　図１に示すのは従来の原子炉一次系を単純化したものであり、概して円筒形の圧力容器
１０と蓋体１２とが、核分裂性物質を含む燃料棒を支持する炉心１４を密封している。水
などの冷却材は、ポンプ１６により容器１０に圧入され、炉心１４を通過する際に熱エネ
ルギーを吸収して、一般的に蒸気発生器と呼ばれる熱交換器１８へ送られ、伝達された熱
が蒸気駆動タービン発電機または産業用プロセス蒸気利用機器などの利用回路（図示せず
）へ送られる。冷却材がバルク沸騰を起こさないよう一次系の圧力を保つために、加圧器
２２が組み込まれている。原子炉冷却材はその後、ポンプ１６へ戻り、一次側ループが完
成する。一般的に、上述したような複数のループが、原子炉冷却材配管２０により単一の
原子炉容器１０に接続されている。
【０００５】
　この設計を採用する商業発電所は、典型的には電気出力が約１，１００メガワット以上
である。最近では、ウェスチングハウス・エレクトリック・カンパニー・エルエルシーが
、電気出力２００～３００メガワット級のモジュール式小型炉を提案している。モジュー
ル式小型炉は一体型加圧水型原子炉であり、一次系構成機器のすべてが原子炉容器の内部
に配置されている。要求される構成機器の大きさおよび製作方法の観点からは、一般的に
蒸気発生器は大形の一次系構成機器の１つである。したがって、原子炉容器内に蒸気発生
器を組み込むと、製造の観点からも保守の観点からも原子炉容器の取り扱いが難しくなる
。そのため、原子炉容器内に格納すると利点が生じる、蒸気発生器構成機器の小型化を実
現する新設計の蒸気発生器に需要がある。
【０００６】
　したがって、安全性を損なわずに従来の加圧水型原子炉蒸気発生器の効率性を保つ新設
計のコンパクトな蒸気発生器が望まれる。
【０００７】
　さらに、原子炉格納容器内に保持する必要のある構成機器を全体的に小型化する新設計
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のコンパクトな蒸気発生器が望まれる。
【発明の概要】
【０００８】
　上記およびその他の目的は、原子炉圧力容器が炉心を収容する加圧水型原子炉システム
のコンパクトな設計の蒸気発生器によって達成される。コンパクトな蒸気発生器は、第１
の圧力容器内に収容され、一次側および二次側を備え、熱媒体としての、一次流体を二次
流体から隔離する熱交換器から成り、一次流体と二次流体は少なくとも部分的に熱交換関
係に保たれる。熱交換器の一次側は、炉心と流体連通関係にあるように構成されている。
蒸気発生器は、熱交換器の二次側と流体連通関係にあるように構成された第２の圧力容器
から成る蒸気ドラムをも具備し、運転時には第１の圧力容器の一次圧力が第２の圧力容器
の二次圧力より高く保たれる。
【０００９】
　第１の圧力容器は、加圧水型原子炉システムの一次ループを収容する原子炉格納容器建
屋内に収容され、第２の圧力容器は、原子炉格納容器の外側に収容されるのが好ましい。
より好ましくは、第１の圧力容器は炉心、熱交換器、および一次冷却材ループを収容する
原子炉圧力容器であり、一次流体は原子炉冷却材である。一実施態様において、蒸気ドラ
ムは二次設計圧力を定格とする第２の圧力容器、第２の圧力容器に収容された湿分分離器
、給水配分装置、湿り蒸気フローノズル、給水フローノズル、再循環液フローノズル、お
よび乾き蒸気フローノズルを具備する。蒸気ドラムはまた、１つ以上の二次ブローダウン
装置、スラッジコレクタ、および／またはルースパーツトラップを具備してもよい。
【００１０】
　蒸気ドラムは熱交換器に接続され、再循環ループは熱交換器の湿り蒸気出口と第２の圧
力容器の湿り蒸気ノズル入口とを接続する湿り蒸気配管区間、および第２の圧力容器の再
循環液出口ノズルと熱交換器のサブクール再循環入口とを接続する再循環液配管区間を具
備するのが好ましい。再循環液配管区間が再循環ポンプを含むのが好ましい。また、湿り
蒸気配管区間および再循環液配管区間はそれぞれ熱交換器を蒸気ドラムから隔離する隔離
弁を具備し、再循環ループのうち熱交換器と隔離弁の間は一次圧力を定格とし、隔離弁と
蒸気ドラムの間は二次圧力を定格とする。
【００１１】
　別の実施態様では、再循環液の自然再循環を促進するために、蒸気ドラムが熱交換器よ
り高い位置に支持される。さらに別の実施態様では、熱交換器が１つ以上の管板の間を延
びる複数の伝熱管を具備し、当該伝熱管内を一次流体および二次流体のうちの１種以上が
流れる。一次流体と二次流体は、伝熱管内またはその周囲を向流関係で流れることが望ま
しい。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
　本発明の詳細を、好ましい実施態様を例にとり、添付の図面を参照して以下に説明する
。
【００１３】
【図１】本発明を適用できる原子炉システムの単純化した概略図である。
【００１４】
【図２】本発明の利点を組み込むことができる一体型モジュール式小型炉システムを示す
一部破断斜視図である。
【００１５】
【図３】図２に示す原子炉の拡大図である。
【００１６】
【図４】モジュール式加圧水型原子炉に適用しうる、本発明の蒸気発生器の一実施態様の
より詳細な斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
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　図２～４に示す本発明の実施態様は、蒸気ドラムと再循環ループ配管とを原子炉格納容
器の外側に配置する加圧水型原子炉用蒸気発生器システムを説明するものである。本発明
は、気水分離および給水予熱の機能を格納容器の外側へ移すことにより、典型的な加圧水
型原子炉用の再循環蒸気発生器の構成を変更するものである。いくつかの図面の中で使用
している同じ参照符号は、対応する構成要素を指している。格納容器内の蒸気発生器部分
の体積が最小になるように、蒸気発生器のシステム設計と熱水力条件を選択する。外部機
器である蒸気ドラムは、事故条件下において所望される場合に隔離可能であり、崩壊熱除
去能力と給水喪失事象が起きた際の耐久力を高めるための二次流体インベントリ供給源と
して使用される。本発明は、格納容器内の蒸気発生器部分の体積を有意に小さくし、原子
炉冷却系構成機器に必要とされる保守作業量を減らす。
【００１８】
　一般的には、加圧水型原子炉システムでは、２種類の蒸気発生器、すなわち貫流蒸気発
生器と再循環蒸気発生器のうちのいずれかが使用される。一般に、貫流蒸気発生器は過熱
蒸気を生成するが、そのために膜沸騰および単相蒸気過熱という伝熱形態を経る必要があ
る。このような伝熱形態では、格納容器内の表面積や蒸気発生器体積を増やすことが要求
される。また、二次インベントリは崩壊熱除去の仕組みを提供するので、貫流設計には、
給水喪失過渡事象を考慮した場合に二次インベントリの不足という問題がある。しかし、
二次インベントリが小さいことは、蒸気管破断および給水管破断による格納容器への質量
およびエネルギー放出の事故解析を考慮すると利点である。
【００１９】
　一般的には、再循環蒸気発生器は飽和した乾き蒸気を生成し、サブクール核沸騰の効率
的な伝熱形態の範囲内でおおむね運転されるように設計されている。しかし、そのような
設計は、格納容器内に湿分分離器のための有意な空間を必要とする。二次インベントリが
大きいことは、給水喪失過渡事象を考慮すると有利な点であるが、蒸気管破断および給水
管破断による格納容器への質量およびエネルギー放出の事故解析を考慮すると不利である
。
【００２０】
　本発明は、格納容器内のコンパクトな蒸気発生器向けの設計を提供するとともに、給水
喪失過渡事象ならびに給水管破断および蒸気管破断による格納容器への質量およびエネル
ギー放出の事故解析に改善をもたらす。ある特定の設計の原子炉では、例えばモジュール
式小型炉における構成、空間、およびアクセスの要件などから、貫流蒸気発生器や再循環
蒸気発生器を使用するのは実際的ではないかもしれない。
【００２１】
　図２、３は、本明細書に記載するコンパクトな設計の蒸気発生器により利益が得られる
ようなモジュール式小型炉を示す。図２は、格納容器、原子炉容器、およびそれらの内部
構造物を示す一部破断斜視図である。図３は、図２に示した原子炉容器の拡大図である。
加圧器２２は原子炉容器蓋体１２の上部に一体化されているため、別個に設ける必要がな
い。原子炉冷却材一次ループのホットレグの一部を構成する高温側ライザー２４は、一次
冷却材を炉心１４から高温側ライザー２４を取り囲む熱交換器２６に導く。複数の原子炉
冷却材ポンプ２８（本明細書に示す例示的な実施態様では６～８台）が、上部炉内構造物
３０の上端に近い高さで、原子炉容器のまわりに周方向に離隔して配置されている。原子
炉冷却材ポンプは、水平に設置された軸流キャンドモータポンプである。炉心１４および
上部炉内構造物３０は、サイズは別にして、ウェスチングハウス・エレクトリック・カン
パニー・エルエルシー（ペンシルベニア州ピッツバーグ）が提供する通常のＡＰ１０００
（登録商標）原子炉の対応する構成機器と実質的に同一である。
【００２２】
　図４は、モジュール式小型炉に適用された本発明の好ましい一実施態様における、熱交
換器２６および蒸気ドラム３２を組み込んだ原子炉容器１０の上蓋１２をさらに詳細に示
している。図２～４に示すような一体型加圧水型原子炉において、原子力蒸気供給系の一
次側に一般的に関連するすべての構成機器は単一の圧力容器１０に収容されており、当該
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容器は典型的には格納容器３４に格納されている。圧力容器１０に収容される主要構成機
器として、蒸気発生器の一次側、原子炉冷却材ポンプ、加圧器、および原子炉本体が挙げ
られる。本明細書に記載する実施態様に基づく蒸気発生器システムには、一体型蒸気発生
器の熱交換器２６、格納容器外の蒸気ドラム３２、再循環ポンプ３６、および再循環配管
３８が含まれる。再循環配管３８は、熱交換器２６の湿り蒸気出口ノズル４４と蒸気ドラ
ム圧力容器５２の湿り蒸気ノズル入口４６とを接続する湿り蒸気配管区間４０を有する。
再循環配管３８はまた、蒸気ドラム圧力容器５２の再循環液出口ノズル４８と熱交換器２
６のサブクール再循環入口ノズル５０とを接続する再循環液配管区間４２を有する。蒸気
発生器の熱交換器２６は、一次設計圧力を定格とし、原子炉１０および他の一体型構成機
器によって共有される圧力容器１２、２つの管板５４、５６、ホットレグ配管２４（高温
側ライザーとも呼ばれる）、下部管板５４と上部管板５６の間を延びる伝熱管５８、管支
持板６０、および熱媒体としての二次流体の流れを伝熱管５８の間に差し向けるための二
次フローバッフル７６を含む。
【００２３】
　熱交換器の圧力容器蓋体１２は格納容器内に保たれ、原子炉格納容器壁３４によって蒸
気ドラム圧力容器５２から分離される。格納容器外の蒸気ドラム３２は、二次設計圧力を
定格とする圧力容器５２、遠心式湿分分離器６２、シェブロン式湿分分離器６４、給水配
分装置６６、湿り蒸気フローノズル４６、給水フローノズル６８、再循環液フローノズル
４８、および乾き蒸気フローノズル７０から成る。再循環ポンプ３６は、再循環液配管区
間４２内に配置されている。また、熱交換器湿り蒸気出口４４およびサブクール再循環入
口５０に近接して、湿り蒸気配管区間４０内と再循環液配管区間４２内に隔離弁が配置さ
れている。再循環ループ配管３８のうち、熱交換器２６と隔離弁７２の間は一次圧力、す
なわち原子炉圧力を定格とし、隔離弁７２と蒸気ドラム３２の間は二次圧力を定格とする
。
【００２４】
　原子炉容器１０の蓋体１２内の熱交換器２６を流れる原子炉一次冷却材の流れは、図４
の左側に矢印で示してある。再循環液の流れは、図４の熱交換器２６の右側に矢印で示す
ように、熱交換器２６と蒸気ドラム３２をつないでいる。したがって、図４に示すように
、炉心１４から出た加熱された原子炉冷却材は、高温側ライザー２４内を上昇し、上部管
板５６の中心を通って高温側プレナム７４内に入る。加熱された冷却材はそこで流れの向
きを１８０度変え、上部管板５６を貫通する伝熱管５８に入る。原子炉冷却材はその後、
管板５６を貫通する伝熱管５８内を流下し、サブクール再循環入口ノズル５０を通って熱
交換器に入る再循環液および給水の混合物へ、向流関係で、熱を伝える。サブクール再循
環入口ノズル５０から熱交換器２６に入るサブクール再循環液および給水は、二次フロー
バッフルによって熱交換器の底部へ差し向けられた後、伝熱管５８の周りをそれに沿って
上昇し、上部管板５６の直下で向きを変え、二次フローバッフルにより排出路７６に差し
向けられ、湿り蒸気出口ノズル４４に流入する。飽和した湿り蒸気はその後、湿り蒸気配
管区間４０を通って蒸気ドラム湿り蒸気ノズル入口４６へ送られ、さらに遠心式湿分分離
器６２とシェブロン式分離器６４とを次々に流過する。乾き蒸気はその後、蒸気ドラムの
蒸気ノズル７０から流出し、二次配管を経て蒸気タービン発電機へと送られ、そこで有用
な仕事をする。遠心式分離器６２およびシェブロン式分離器６４によって蒸気から分離さ
れた湿分は、蒸気ドラムの底部から排出され、そこで給水入口ノズル６８から流入し給水
と混合される。この給水は、給水配分装置６６の上の給水ノズルによって散布される。混
合された再循環液と給水はその後、再循環液出口ノズルから出て、再循環液配管区間４２
を通り、サブクール再循環入口ノズル５０へ到達し、このサイクルが繰り返される。
【００２５】
　したがって、この実施態様では、蒸気発生器の熱交換器２６が原子炉の上方に配置され
る。この構成において、原子炉一次冷却材の流れはホットレグ配管２４内を垂直に上昇し
た後、蒸気発生器管板５６と加圧器２２の間のプレナム７４に流入し、その後、伝熱管５
８内を垂直に下降する間に、向流関係で、熱を二次流体に伝える。二次流体はサブクール
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液として蒸気発生器の熱交換器シェル内に流入し、飽和蒸気混合物（乾き度３０％～６０
％）として流出し、湿分を分離するために蒸気ドラム３２へ送られる。ドラム内の湿分分
離器は、発電用タービンに入る乾き度９９．９％以上の飽和した乾き蒸気の条件を満足す
るタイプと大きさのものを選択するのが好ましい。この設計が、必ず効率的な核沸騰伝熱
形態でおおむね運転されるように、二次側の運転条件（圧力と乾き度）を選択する。例え
ば、蒸気ドラムは、再循環液が給水を予熱するための混合空間を提供するが、それによっ
て核沸騰を起こすために追加する必要のある顕熱が減り、よりコンパクトな設計となる。
通常の全出力条件下では、配管損失を相殺する水頭の追加のために二次流体再循環ポンプ
３６が使用される。低出力条件下では、再循環ポンプ３６を迂回することができ、蒸気ド
ラムを適当な高さに配置して二次流体を確実に自然循環させる。
【００２６】
　本実施態様における蒸気発生器の熱交換器部分のその他の選択肢として伝熱管５８の様
々な構成があるが、これには、一次冷却材が伝熱管の外側にあって、再循環液がそれらの
伝熱管、ヘリカルコイル管、およびＵ字管内を搬送される構成（これに限定されない）が
含まれる。本明細書に記載する構成は、一体型ではない設計の加圧水型原子炉にも使用す
ることができる。
【００２７】
　一般に、再循環蒸気発生プロセスでは、以下の機能を果たす必要がある。
１．二次冷却材が自然循環または強制循環により伝熱面域上を流れる。
２．一次冷却材（即ち、原子炉冷却材）から二次冷却材へ熱が伝達され、乾き度の低い飽
和混合物の流れが形成される。
３．様々な手法（遠心式、シェブロン式、重力式気水分離法を含む）により飽和混合物か
ら蒸気が分離される。
４．給水が予熱され、気水分離器から流出する飽和再循環液と混合される。
【００２８】
　本発明は、典型的な加圧水型原子炉用の蒸気発生器から気水分離および給水予熱の機能
を取り去り原子炉冷却系の外へ移すことにより、その構成を変更する。このような変更が
可能なのは、一体型モジュール式小型炉は、一体型蒸気発生器を使用する従来の大型加圧
水型原子炉施設に比べて、要求される再循環水の流量が少ないためである。この変更の結
果として、一体型原子炉冷却系内において必要とされる空間が有意に縮小する。
【００２９】
　通常のプラント運転時に、プラント発電システムは、蒸気ドラムの主蒸気出口からの流
れを使用して運転される。蒸気ドラムの連続的な運転は、給水を注入して、蒸気流の質量
損失を補うとともに、気水分離器から排出される飽和液をサブクールすることによって維
持される。ポンプのキャビテーションを防止するために再循環ポンプに必要な正味の正の
吸込水頭を提供する上で、飽和液の給水サブクーリングと、蒸気ドラム中の液柱によって
与えられる位置水頭が必要である。またこの混合は、蒸気発生器の熱交換器中で二次流体
を沸騰させるために追加する必要のある顕熱を減らすことにもなる。
【００３０】
　再循環ポンプは、蒸気発生器のシェル側を介して、二次冷却材を連続的に強制循環させ
る。蒸気発生器の熱交換器による一次冷却材からの熱伝達は、二次流体の顕熱および潜熱
を増加させ、蒸気発生器の熱交換器出口４４に飽和した二相混合流を発生させる。この混
合流の乾き度は、蒸気発生器表面積、再循環ポンプ流量、および原子炉出力の関数である
。
【００３１】
　給水喪失事象が起きた場合、保護措置として原子炉がトリップする。蒸気ドラムを使用
すると、蒸気発生器の熱交換器を介する強制循環（利用可能な場合）または自然循環によ
る残留熱除去のための大きな熱質量が得られる。現行の加圧水型原子炉設計指針と同様に
、二次冷却材は通常汚染されていないので、復水器または大気への蒸気の放出による除熱
が許容される。
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【００３２】
　蒸気発生器の細管破断／崩壊事象が生じた場合、隔離弁７２を使用して二次流体冷却ル
ープ３８が隔離される。格納容器エンベロープ３４内の蒸気発生器の熱交換器および配管
は、設計圧力が原子炉容器１０と同じなので、原子炉冷却系が過圧を防止する。最終的に
は、受動的プラント安全システムが余熱を除去する。
【００３３】
　したがって、この構成は、総合的な熱伝達係数と対数平均温度差を最大にすることによ
り、蒸気発生器による熱伝達能力を高める。
【００３４】
　本発明のある特定の実施態様について詳しく説明してきたが、当業者は、本開示書全体
の教示するところに照らして、これら詳述した実施態様に対する種々の変更および代替へ
の展開が可能である。したがって、ここに開示したある特定の実施態様は説明目的だけの
ものであり、本発明の範囲を何らも制約せず、本発明の範囲は添付の特許請求の範囲に記
載の全範囲およびその全ての均等物である。
 

【図２】 【図３】
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